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◎第１回のおさらい

平成25年度 池田市上下水道事業経営審議会 答申
水道：水道料金の改定

（メーター料の引き下げ、水道料金の改定、H30に6.4％程度の料金改定）
下水：下水道使用料の２段階改定

（H25に26.4％程度、H30に15.7％程度）

→H26.1 水道料金・メーター料の改定▲1.45％、下水道使用料の改定20.5％

平成29年度 池田市上下水道事業経営審議会 答申
R5に水道料金5％・下水道使用料10％の改定を仮定することで、計画期間最終年度のR9における損益⿊
字の確保、資金の確保を見込み、経営戦略を策定

※H25審議会答申におけるH30の料金・使用料改定については、大口使用者等からの収益が増加していたた
めR5に改定を仮定し、R4の審議会の経営戦略の見直しの中で改めて審議することとなった。

令和4年度 池田市上下水道事業経営審議会 諮問
水道料金・下水道使用料の改定を含めた経営戦略の見直しが必要
【H29経営戦略策定時に想定していなかった事項】
・R1豊能町の大阪広域水道企業団統合に伴う送水量の減少による収益の減（水道）
・R2大阪国際空港の地下水移行に伴う使用量減少による収益の減（水道）
・R2以降、コロナ禍等による大口使用者の使用量減少による収益の減（水道・下水）

◎池田市上下水道事業経営審議会の開催経緯



・給水収益は豊能町や大口使用者の使用水量減少により減少傾向。
・今後、施設の老朽化に伴う修繕費の増加や更新に伴う減価償却費、
支払利息が発生する見込み。
→健全な経営を維持していくためには料金体系の変更を含めた
適切な料金のあり方を検討することが必要

◎財政の現状と将来予測（水道事業）

実 績 ← → 予 測

・水道事業の収益的収支の推移

料金改定
５％

※現行の経営戦略においてR5に平均改定率5％の料金改定を仮定しています。
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◎第１回のおさらい

内部留保資金は
蓄積される一方で、

企業債残高が増加傾向。



・下水道使用料は大口使用者の使用水量減少により減少傾向。
・今後、施設の老朽化に伴う修繕費の増加や更新に伴う減価償却費、
支払利息が発生する見込み。
→現行の経営戦略策定時に仮定している平均改定率10％の使用
料改定では純利益の計上が難しい状況

◎財政の現状と将来予測（下水道事業）

実 績 ← → 予 測

・下水道事業の収益的収支の推移

使用料改定
10％

※現行の経営戦略においてR5に平均改定率10％の料金改定を仮定しています。
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◎第１回のおさらい

使用料改定率10％では、
純利益が計上できない。

⇒改定率の見直し
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◎第２回の審議のポイント

・経営戦略最終年度（令和9年度）の損益⿊字の確保・内部留保資金の確保に
必要となる令和5年度の改定率は水道料金5％、下水道使用料20％となる。

・固定費を回収するため、基本料金及び従量料金の見直しも行う必要がある。

・企業債充当率は水道75％（施設整備事業）、下水100％（国庫補助を除いた
事業費）とする。⇒本資料P17〜18

水道事業 下水道事業

使用料改定
20.0％

料金改定
5.0％
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①投資・財政計画について
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①投資・財政計画について
①−１ アセットマネジメント

アセットマネジメントとは・・・
施設のマネジメントにおいて、更新需要の平準化及び延
命化を行うだけでなく、その財源となる資金のマネジメ
ント及び人材のマネジメントを行い、更新に見合う料金
改定や適切な組織体制・人材育成を考慮した中⻑期的な
ヒト・モノ・カネの一体管理を行うものです。（平成30
年度より40年間）

現行の経営戦略における投資目標

アセットマネジメントの水準を向上させるため、改善策を抽出・実行

〇中⻑期的な更新費用の平準化及び延命化（アセットマネジメントに基づく40年試算）
〇水道事業有収率の95％達成

※水道事業有収率は令和元年度に達成済
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①投資・財政計画について
①−１ アセットマネジメント（水道事業）

【浄水場更新基準】
・浄水場躯体の法定耐用年数60年、電気・機械設備の主な法定耐用年数は15〜20年
・法定耐用年数から施設の現在の稼働年数を考慮し更新基準を設定
→〈R2〉更新費用の算出方法の変更（固定資産台帳ベース→デフレーター※を用いて実質額へ変換）

◎水道事業（H29からの主な変更点）

※デフレーター…物価上昇や下落等の物価変動分の影響を除いて実質値の動きをみるために用いられる指標
※状態監視保全…劣化傾向を管理し、故障にいたる前の最適な時期に最善の保全を行う
※時間計画保全…周期を決め、その周期に従い、定期的に保全を行う
※事後保全…故障が発見された段階で保全を行う

※
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①投資・財政計画について
①−１ アセットマネジメント（水道事業）

◎水道事業（H29からの主な変更点）

【水道管更新基準】
・水道管の実耐用年数を設定（法定耐用年数は38年）
・更新対象に優先項目を設定（昭和45年以前布設の管、重要
給水施設への管路、老朽管の集中地域、漏水発見箇所等）

→〈R2〉ダクタイル鋳鉄管（A）について、口径別実耐用年
数に変更

→〈R2〉管路更新費用の口径別更新単価の更新
（最新の工事単価を考慮）

→〈R2〉管路の年あたりの更新延⻑を現行と同様の上限４㎞
とする（人材のマネジメント）

≪40年間の事業費比較≫

→法定耐用年数で更新する場合（約700億円）と比較して約400億円に削減
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①投資・財政計画について
①−１ アセットマネジメント（下水道事業）

【下水処理場更新基準】
・下水処理場躯体の法定耐用年数は50年、電気・機械設備の主な法定耐用年数は15〜20年
・法定耐用年数から施設の現在の稼働年数を考慮し、更新基準を設定
→〈R2〉従来の池田市公共下水道⻑寿命化計画から、R1ストックマネジメント計画策定に伴い、健全度の観点から対象

事業の再整理・デフレーターによる実質額変換を実施（改築の必要性を示す判断指標のうち、健全度2以下）

◎下水道事業（H29からの主な変更点）
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①投資・財政計画について
①−１ アセットマネジメント（下水道事業）

【下水道管更新基準】
・水道管の実耐用年数を設定（法定耐用年数は50年）
→〈R2〉従来の池田市公共下水道⻑寿命化計画から、

R1ストックマネジメント計画策定に伴い、
健全度・緊急度の観点から対象事業の再整
理・実勢価格の見直しを実施
（標準耐用年数超過かつ緊急度Ⅰ又はⅡ
もしくは健全度2以下）

→〈R2〉ストックマネジメント計画を利用し、費用及
び事業費を算出

→〈R2〉更新対象に優先項目を設定
（口径基準→材質・形状基準に変更）

≪40年間の事業費比較≫

→法定耐用年数で更新する場合（約1,500億円）と比較して約600億円に削減

◎下水道事業（H29からの主な変更点）

変更前（H28年度）
管  種 口径 使用年数

コンクリート管 φ400㎜以上 70年

変更後
使用年数
70年

管  種
汚水（VU除く）、雨水（開渠除く）

※池田市公共下水道⻑寿命化計画での影響度診断を基に設定
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①投資・財政計画について
①−１ アセットマネジメント（広域化の検討）

・早期統合団体は、経営状況・人材不足等を理由としているが、池田市にはあてはまらない。
・今後も現有施設を活用しながら、効率化を図り健全経営に努め、企業団統合時期については状況を
見て判断していく。

大阪広域水道企業団……大阪府水道部を前身とし、主に大阪府下の各市町村に用水を供給する一部事務組合。
将来的な府域一水道を掲げており、令和6年度までに14団体が統合予定。
先行の14団体はいずれも人口7万人以下の自治体。
現在は経営主体が一つとなる「経営の一体化」の段階で会計・水道料金は別々。
会計・水道料金も統一となる「事業統合」は府下全ての自治体を統合した際に達成。

〈池田市の状況〉
・自己水比率は96％であり、古江浄水場にて浄水を実施
・古江浄水場（１・２系）の躯体は令和2年度末現在44年を経過（実耐用年数90年）、耐震化実施済
・企業団水72円／㎥に置き換えるより、コストは安価
・猪名川、余野川を水源とし、水質は比較的良好（企業団水は淀川水源）
・危機管理の観点から、企業団水を一部導入し複数水源を確保

◎水道事業（大阪広域水道企業団への統合状況）

池田市においては、施設・経営・人材の状況を鑑みると、
現時点では統合するメリットは少ない。
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①投資・財政計画について
①−１ アセットマネジメント（広域化の検討）

・国の方針としては、下水道事業の広域化・共同化の推進が実施されており、
財政措置等についても注視していく。

池田市は処理の一部を大阪府・兵庫県にまたがる猪名川流域下水道で行っており、池田処理区（池田市下
水処理場）の汚水処理について、猪名川流域下水道原田処理場への統合を含めて検討してきた。

〈池田市の状況〉
・池田市下水処理場の１系躯体は令和2年度末現在52年を経過（実耐用年数75年）
・池田市下水処理場の２系躯体（高度処理）は令和2年度末現在34年を経過（実耐用年数75年）

◎下水道事業（猪名川流域下水道原田処理場への統合状況）

流域下水道の経営主体である大阪府から現状の財政状況では困難との見解。
当面は池田市下水処理場での下水処理を継続していく予定。
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①投資・財政計画について
①−２ コスト縮減・業務効率化

◎水道事業
漏水調査の一部地域を直営で実施
機器購入費用 調査実績

→既存の人員で対応しているため、差額がほぼ効果額となる。

伏尾台低配水池の休止
収益的支出・・・点検や清掃委託料、光熱水費の減 年間▲518千円
資本的支出・・・施設更新の見直しに伴う耐震化実施設計や工事費の減 ▲130,240千円

（H26耐震化実施計画との比較）

会計 経営健全化への取り組み状況 実施時期 年間効果額

下水 福祉減免制度の見直し H26年4月 17,000千円

水道 浄水場の夜間運転監視業務の委託 H27年7月 26,000千円

水道 料金徴収等業務の委託 H29年4月 21,000千円

水道 福祉減免制度の廃止 H29年4月 21,000千円

下水 福祉減免制度の廃止 H29年4月 14,000千円
※年間効果額は導入年度時点

これまでの健全化策（池田市上下水道事業経営戦略12頁）
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①投資・財政計画について
①−２ コスト縮減・業務効率化

◎下水道事業
マンホール鉄蓋補修における補助金の活用
マンホール鉄蓋の補修については、今後の単独費を抑えるために、ストックマネジメント計画に基づき実施し、
国庫補助金（補助率1/２）を活用

下水処理場の維持管理費用削減
平成25年度に国のB-DASH事業に参画し、下水処理場の汚泥処理施設について高度化、高効率化を実現し、
現在も実機として運用。
電気使用料、重油代、薬品費、産業廃棄物処分費を削減（年間効果額約▲27,000千円（R2決算））

下水処理における次亜塩素酸ナトリウムの注入方法の見直しによるコスト縮減
令和元年度より放流水質と消毒効果の相関データを確立するための実験計画を検討。令和2年度に設定した
相関式に基づき、令和3年度より最適注入を開始（年間効果額 約▲10,000千円）

費用増の懸念と対応策
・社会情勢の変動により、労務単価の上昇、材料価格の高騰、燃料費の高騰などが見受けられる
ことから、今後の維持管理費や改築・更新費用の増大が想定されます。

⇒国庫補助金等を活用するとともに、市場価格調査を行いコスト縮減に努めています。
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①投資・財政計画について
①−３ 財源構成の検討（料金・企業債のバランス）

料金・使用料改定に至るまでに
「その他の財源の最大限の確保」が必要

〇中⻑期的な財政運営に必要な資金の確保（40年試算）
〇経営戦略最終年度（令和9年度）における損益⿊字の確保

現行の経営戦略における財源目標

（池田市上下水道事業経営戦略22頁より）
投資における財源に加え、災害等緊急時の対応等、財政運営上必要な資金を確保するために、適切な

財源構成を検討します。料金・使用料改定に至るまでに、その他の財源の最大限の確保を行います。
平準化を行った中⻑期的な投資計画に対し、必要な財源が確保できず、損益⾚字が見込まれ、なおか

つ資金不足に陥る懸念が生じた場合、料金や使用料改定の検討を行います。5年毎を目処に定期的に見
直しを行い、適正な料金水準及び料金体系の実現を図ります。
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①投資・財政計画について
①−３ 財源構成の検討（料金・企業債のバランス）

「その他の財源」の確保の状況
◎水道事業
・府補助金の活用
平成30年度より採択要件を満たしたことから生
活基盤施設耐震化等補助金を活用し財源を確保
（料金回収率が100％を下回ると採択要件を満たさなくなる）

◎下水道事業
・ストックマネジメント計画に基づく国庫補助金の確保
これまで⻑寿命化計画に基づき更新を行ってきたが、令和2年度よりストックマネジメント計画に基づ
いて、調査に基づく健全度評価により、改築・更新対象を選定し、老朽化対策に取り組んでいる。

◎共通
・会計間の費用負担の整理（料金・使用料改定に合わせて改定予定）
下水道使用料徴収事務負担金……算出方法の見直しにより約20,000千円の増加（水道）
庁舎維持管理負担金………………算出方法の見直しにより約1,000千円の増加（水道）
雨水処理負担金等…………………雨水公費・汚水私費の割合について過去３カ年実績から再算定

維持管理経費に対する繰入金は約10,000千円減少（下水）

・繰出基準100％の繰入要求の継続
一般会計からの繰入金について、総務省が発出している繰出基準に基づき100％の繰入を要求
令和４年度より、消火栓更新経費13,800千円（水道）

児童手当経費3,902千円（水道）・2,904千円（下水）を確保
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①投資・財政計画について
①−３ 財源構成の検討（料金・企業債のバランス）

◎企業債残高の推移（令和９年度まで）

水道事業会計 公共下水道事業会計

・水道の企業債は、現行の経営戦略では更新に伴う資金の減少に対応するため、平成30年度から充当率を従来の50％から75％に
引き上げ、令和5年度以降は100％としている
今後の企業債充当率については、今回の経営戦略の見直しの中で検討し、料金とのバランスを見ながら、営業収益に対する企業
債残高の比率を一定限度以内に抑制
・下水道の企業債は、元利償還金について交付税措置があるため、事業費から国庫補助金を除いた全額を発行しているが、今後
は令和3年度からの地方財政措置変更に伴う影響を注視し、営業収益に対する企業債残高の比率を一定限度以内に抑制

内部留保資金の考え方・・・災害時等緊急時の対応分（給水収益の4か月分）を最低限確保額とし、併せて今後の更新需要の
増大に備え、１５〜２０億円程度の確保が必要

17
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①投資・財政計画について
①−３ 財源構成の検討（料金・企業債のバランス）

水道事業会計 R5〜R9 起債充当率100％（現行経営戦略） 水道事業会計 R5〜R9 起債充当率75％とした場合

一定の内部
留保資金の
確保が可能

料金改定
5.0％

料金改定
5.0％



19

②財政推計について
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②財政推計について
②−１ 前提条件の変化

〈第１回資料 再掲〉
・R1豊能町の大阪広域水道企業団統合に伴う送水量の減少による収益の減（水道）
・R2大阪国際空港の地下水移行に伴う使用量減少による収益の減（水道）
・R2以降、コロナ禍等による大口使用者の使用量減少による収益の減（水道・下水）

〈その他〉
・地方財政措置の変更
（令和2年度の公害財特法失効に伴い、令和3年度以降に発行する下水道事業債につ
いては交付税算入額が減少するため、今後、一般会計の繰出金の財源が減少）

〈災害の激甚化、頻発化〉
・平成30年６月大阪北部地震
平成30年７月豪雨
平成30年台風21号
令和３年和歌山市水管橋事故（老朽化に伴うもの）
→市⺠の関⼼度の変化
→老朽化対策、地震対策、浸水対策、停電対策等について、安定給水・下水処理の維持の
ために様々な対策を計画的・継続的に行っていくことがさらに求められる

◎H29経営戦略策定時に想定していなかった事項
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②財政推計について
②−１ 前提条件の変化

◎コロナ禍で給水収益・下水道使用料が減少する理由
・水量ランク別の利用者構成（令和3年度は減免実施のため、水道1.6億円、下水1億円減少（全額一般会計繰入））
【水道】

【下水】

コロナ禍の影響
・0〜1,000㎥／月
在宅勤務等により使用水量が増加

・1,001㎥以上／月
企業の営業状況、工場の稼働状況
などの変化により使用水量が減少

⇒単価の高い大口使用者の減少により
収益全体では減少

料金回収率（下水：経費回収率）を
改善するには水量の減に影響されな
い方法での料金収入の確保が必要
→料金体系の変更による固定
費の確保が必要
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②財政推計について
②−２ 財政推計（経営戦略後期R5〜R9）

22

◎収益・費用の考え方
収 益
R2以降、社会情勢の変動等による大口使用者の使用料減少による収益減
水道・下水 1,001㎥以上／月 R2決算（H30比較） 水道：約▲1億4,000万円 下水：約▲8,900万円

R4予算（H30比較） 水道：約▲1億5,000万円 下水：約▲1億5,000万円

〈要因〉
・R1豊能町の大阪広域水道企業団統合に伴う送水量減による収益減（水道） →影響額 約▲2,000万円
・R2大阪国際空港の地下水移行に伴う使用水量減による収益減（水道） →影響額 約▲6,000万円
・その他、コロナ禍等による使用水量減により上記の減少となる

→大口使用者からの収入について、R4−H30比較で水道、下水とも40％減少
リスク要因として、今後もR4程度が続くと予測して推計

費 用
・労務単価の上昇、材料価格・燃料費の高騰については、

R5〜R9の5年間は直近の状況（最新予算額）を反映
（今後5年間で著しい上昇がみられた場合、R10の新経営戦略において予測上昇率を加味したものに置き換える）

・アセットマネジメント改良版による実更新需要の算出
水道施設の更新…デフレーター・費用関数を使用
下水施設の更新…デフレーターの使用、実勢価格の見直しを実施
→減価償却費への反映
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②財政推計について
②−２ 財政推計（経営戦略後期R5〜R9）

23

◎総括原価における資産維持費の考え方

資産維持費
施設の建設、改良、再構築及び企業債の償還等の原資として内部留保すべき額として、物価上昇・
耐震化等、これまでの減価償却費による内部留保だけでは不足する分を補うもの。
※総括原価の算定時に使用するもので、損益計算上の費用には含まれない

水道事業・・・対象資産の３％が標準（日本水道協会：水道料金算定要領）
【池田市の場合】
・資産維持率を３％とすると約5億円が必要となり、大幅な改定率が必要となる
・H23〜R4の施設整備事業にて浄水施設、送水施設の耐震化は実施済
・Ｈ30の企業債充当率の引き上げ
・Ｈ30〜Ｒ2の純利益の計上 →内部留保資金の中で当⾯の資産維持費分は確保できている
・Ｒ5の料金改定5％（予定）
⇒標準資産維持率３％を用いた一律加算は今回は行わないこととする

下水道事業…標準となる率はない。施工環境の悪化・高機能化（耐震化等）により、費用が増大することが見込まれる
場合に算定と定義（日本下水道協会：下水道使用料の基本的考え方）

【池田市の場合】
・使用料改定については、まずは減収分の回収を行う
・現状、交付税措置に合わせて企業債充当率を１００％としていることから、内部留保資金は確保できている
⇒一律加算は今回は行わないこととする（次回経営審議会の検討事項）
（地方財政措置の変更に伴う企業債充当率の検討を令和10年度の新経営戦略策定時に行うことから、資産維持費についても併せて検討する）
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②財政推計について
②−２ 財政推計（経営戦略後期R5〜R9）

◎今後の想定される改定率
水 道 下 水

想定される水道料金改定率
R５以降

企業債充当率

75％

R５以降
企業債充当率

100％
R5 5% 5%
R10 10% 5%
R15 15% 5%
R20 5% 15%

想定される下水道使用料改定率
R５以降

企業債充当率

100％
R5 20%
R10 10%
R15 20%
R20 10%

※内部留保資金の最低時点の残高は
給水収益の４ヵ月分を確保（R14）

◎以上、収益・費用予測により、経営戦略最終年度（令和9年度）の損益⿊字の
確保・内部留保資金の確保に必要となる令和5年度の改定率は水道料金5％、
下水道使用料20％となる。また、固定費を回収するため、基本料金及び従量
料金の見直しも行う必要がある。

◎企業債充当率は水道75％（施設整備事業）、下水100％（国庫補助を除いた
事業費）とする。
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②財政推計について
②−２ 財政推計（経営戦略後期R5〜R9）

25

水道事業　収益的収支の推移（税抜） （単位　千円）

R5 (2023) R6 (2024) R7 (2025) R8 (2026) R9 (2027)

水道事業収益 2,296,995 2,276,800 2,264,406 2,249,516 2,249,830

給 水 収 益 1,895,231 1,881,666 1,873,372 1,863,801 1,854,647

口 径 別 納 付 金 129,060 129,060 129,060 129,060 129,060

長期前受金戻入 136,789 130,159 126,059 120,740 130,208

そ の 他 135,915 135,915 135,915 135,915 135,915

水道事業費用 2,170,074 2,171,527 2,139,830 2,170,911 2,223,543

職 員 給 与 費 378,518 378,518 378,518 378,518 378,518

委 託 料 347,057 347,057 347,057 347,057 347,057

維 持 補 修 費 123,715 123,715 123,715 123,715 123,715

減 価 償 却 費 859,178 864,954 835,587 830,073 926,397

支 払 利 息 96,217 91,894 89,564 86,159 82,467

そ の 他 365,389 365,389 365,389 405,389 365,389

純　利　益 126,921 105,273 124,576 78,605 26,287

水道事業　資本的収支の推移（税込） （単位　千円）

R5 (2023) R6 (2024) R7 (2025) R8 (2026) R9 (2027)

資本的収入 866,611 1,732,023 1,086,753 1,331,998 605,358

企 業 債 837,900 1,217,000 1,057,700 1,051,700 587,600

補 助 金 10,500 11,400 13,800 15,000

他 会 計 繰 入 金 15,252 15,252 15,252 15,252 15,252

工 事 負 担 金 2,958 488,370 250,045 2,505

そ の 他 1 1 1 1 1

資本的支出 2,099,322 2,892,822 2,384,750 2,448,604 1,846,016

建 設 改 良 費 184,817 436,850 85,476 94,446 75,720

施 設 整 備 費 1,257,704 1,764,000 1,554,179 1,547,229 913,450

企 業 債 償 還 金 656,801 691,972 745,095 806,929 856,846

収支差引 ▲ 1,232,711 ▲ 1,160,799 ▲ 1,297,997 ▲ 1,116,606 ▲ 1,240,658

9,097,974 9,623,002 9,935,607 10,180,378 9,911,132

2,369,727 2,252,500 1,924,693 1,732,078 1,369,714内部留保資金残高

年　　度

年　　度

企業債残高

水道事業前提条件

水道事業収益

給 水 収 益

口径別納付金

長期前受金戻入

そ　の　他

水道事業費用

職員給与費

委　託　料

維持補修費

減価償却費

支 払 利 息

そ　の　他

資本的収入

企　業　債

補　助　金

他会計繰入金

工事負担金

そ　の　他

資本的支出

建設改良費

施設整備費

企業債償還金等

企業債残高

内部留保資金残高

一般用・・・社人研の人口推計加味、一人当たりの有収水量は減少しないと仮
定、供給単価は直近を使用。
大口・・・年間１０００㎥以上の企業等を大口とし、水量、単価は令和４年度ベース
を採用。
◎料金改定　R５年度　５％を仮定

令和４年度予算額

既存資産分+新規取得資産分、
新規取得資産については個々の資産の耐用年数で計算

令和４年度予算額

令和４年度予算額
資産減耗費は10,000千円を計上し、令和8年度は浄水場中央監視設備更新に
伴い50,000千円を計上

令和４年度予算額
退職給付費については、平準化した額として毎年20,000千円計上

令和４年度予算額

令和４年度予算額

（有形固定資産）
　既存資産分+新規取得資産分、
　新規取得資産については個々の資産の耐用年数で計算
（無形固定資産）
　一庫ダムの償却額を計上

既存借入分+新規借入分、新規借入分は20年償還（据置無）、利率は直近の動
向を鑑み0.6％を採用

緊急時に備え、１５～２０億円程度を確保

令和５年度以降は施設整備費の75％を発行、但し、企業債残高と資金残高を考
慮し発行額を調整、20年償還（据置無）

交付基準に基づき計上

令和４年度予算額（消火栓更新負担金等）

豊能町負担分を計上

令和４年度予算額

アセットマネジメント投資計画より

施設整備計画より

２０年償還（据置無）

損益と資金残高を考慮し発行額を調整
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②財政推計について
②−２ 財政推計（経営戦略後期R5〜R9）

26

下水道事業　収益的収支の推移（税抜） （単位　千円）

R5 (2023) R6 (2024) R7 (2025) R8 (2026) R9 (2027)

下水道事業収益 2,808,401 2,777,055 2,718,228 2,640,938 2,590,939

下 水 道 使 用 料 1,131,591 1,123,547 1,118,713 1,113,133 1,110,705

雨水処理負担金 710,997 718,806 709,305 691,418 683,024

一般会計補助金 71,767 71,625 71,476 71,323 71,166

長期前受金戻入 871,102 840,133 795,790 742,120 703,100

そ の 他 22,944 22,944 22,944 22,944 22,944

下水道事業費用 2,777,302 2,747,071 2,688,859 2,604,294 2,556,599

職 員 給 与 費 219,214 219,214 219,214 219,214 219,214

委 託 料 342,905 342,905 342,905 342,905 342,905

維 持 補 修 費 151,973 151,973 151,973 151,973 151,973

負 担 金 167,875 167,875 171,075 174,275 177,475

減 価 償 却 費 1,519,711 1,496,072 1,436,080 1,359,267 1,306,180

支 払 利 息 123,090 120,462 115,515 108,437 104,638

そ の 他 252,534 248,570 252,097 248,223 254,214

純　利　益 31,099 29,984 29,369 36,644 34,340

下水道事業　資本的収支の推移（税込） （単位　千円）

R5 (2023) R6 (2024) R7 (2025) R8 (2026) R9 (2027)

資本的収入 1,717,809 1,047,191 505,179 1,466,221 1,438,567

企 業 債 913,600 583,700 278,400 905,900 769,200

補 助 金 792,500 451,250 214,000 547,000 655,500

他 会 計 出 資 金 10,718 11,250 11,788 12,330 12,876

そ の 他 991 991 991 991 991

資本的支出 2,524,579 1,876,576 1,349,484 2,314,875 2,303,024

建 設 改 良 費 1,796,100 1,125,050 596,400 1,323,000 1,514,780

企 業 債 償 還 金 727,479 750,526 752,084 990,875 787,244

投 資 等 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

収支差引 ▲ 806,770 ▲ 829,385 ▲ 844,305 ▲ 848,654 ▲ 864,457

11,811,231 11,644,405 11,170,721 11,085,746 11,067,702

1,994,935 1,925,923 1,804,651 1,694,858 1,564,530

年　　度

年　　度

企業債残高

内部留保資金残高

下水道事業前提条件

下水道事業収益

下水道使用料

雨水処理負担金

一般会計補助金

長期前受金戻入

そ　の　他

下水道事業費用

職員給与費

委　託　料

維持補修費

負　担　金

減価償却費

支 払 利 息

そ　の　他

資本的収入

企　業　債

補　助　金

他会計出資金

そ　の　他

資本的支出

建設改良費

企業債償還金

投  資  等

企業債残高

内部留保資金残高

一般用・・・社人研の人口推計加味、一人当たりの有収水量は減少しないと仮
定、使用料単価は直近を使用。
大口・・・年間１０００㎥以上の企業等を大口とし、水量、単価は令和４年度ベース
を採用。
◎使用料改定　令和５年度　２０％を仮定

令和４年度予算額をベースに各年度の減価償却費を反映

令和４年度予算額をベースに各年度の減価償却費を反映

既存資産分+新規取得資産分、新規取得資産については個々の資産の耐用年
数で計算

令和４年度予算額

令和４年度予算額
退職給付費については、平準化した額として毎年13,000千円計上

令和４年度予算額

令和４年度予算額

令和４年度予算額（令和７年度～令和９年度流域下水道維持管理負担金につい
て3,200千円ずつ増）

（有形固定資産）
　既存資産分+新規取得資産分、
　新規取得資産については個々の資産の耐用年数で計算
（無形固定資産）

　流域下水道建設負担金の償却分について計上
　既存資産分+新規取得資産分、
　新規取得資産については耐用年数５０年で計算

既存借入分+新規借入分、新規借入分は25年償還（据置無）、利率は直近の動
向を鑑み0.8％を採用

令和４年度予算額
資産減耗費は更新資産の一般財源分の5％を計上

事業費の全額を発行、25年償還（据置無）

アセットマネジメント投資計画より

臨時措置分等元金償還金

受益者負担金・他会計補助金　令和４年度予算額を計上

アセットマネジメント投資計画より

25年償還（据置無）

令和４年度予算額

交付税措置の関係上、企業債の充当率は１００％としている

 緊急時に備え、１５～２０億円程度を確保
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②財政推計について
②−２ 財政推計（経営戦略後期R5〜R9）

料金改定
5.0％

使用料改定
20.0％

水道事業 下水道事業


